
UCHIYAMA REPORT
株 主 ・ 投 資 家 の 皆 様 へ

証券コード 6059

ウチヤマホールディングス

2015年4月  1日から
2015年9月30日まで第10期 第2四半期ウチヤマ通信

〒802-0044
北九州市小倉北区熊本2丁目10番10号
内山第20ビル1F
TEL：093-551-0002（代表） 
お問い合わせアドレス：http://www.uchiyama-gr.jp/cgi/form/form.cgi

（注） 1. 株券電子化に伴い、株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきまして
は、原則、口座を開設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっており
ます。口座を開設されている証券会社等にお問合せください。株主名簿管理人（三菱
UFJ信託銀行）ではお取り扱いできませんのでご注意ください。

 2. 未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

ウチヤマホールディングス

事 業 年 度 4月1日から翌年3月31日まで
期 末 配 当 金 
受 領 株 主 確 定日 3月31日

中 間 配 当 金 
受 領 株 主 確 定日 9月30日

定 時 株 主 総 会 毎年6月
株 主 名 簿 管 理 人 三菱UFJ信託銀行株式会社
同 連 絡 先 〒137-8081 東京都江東区東砂7-10-11

三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
TEL：0120-232-711（通話料無料）

上 場 取 引 所 東京証券取引所市場第1部
公 告 方 法 当社HP（http://www.uchiyama-gr.jp）で

の電子公告により行う。ただし、やむを得ない
事由により電子公告によることができない場
合は、日本経済新聞に掲載して行う。

株 主 メモ



01 02UCHIYAMA HOLDINGS INC. UCHIYAMA HOLDINGS INC.

介 護 事 業を主 軸に、社 会に貢 献 する企 業 づくりに  邁 進してまいります 。
　株主の皆様には、日頃より格別のご高配を賜り、心より御礼申し上げます。
　当社は、2014年9月に東京証券取引所市場第一部指定となってから1年
が経過するなか、介護事業において新たに障がい者福祉への貢献に向けた
第一歩を記すなど、社会に貢献する企業づくり、企業価値の最大化に、全社員
が一つになって積極的にチャレンジしております。
　常に、株主の皆様をはじめとしたステークホルダーの期待に沿った経営を
推し進め、エクセレントカンパニーへの進化を目指してまいります。
　引き続きご支援のほどお願い申し上げます。

ご あ いさ つ

Top Interview
トップ・インタビュー
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貸ビル・不動産事業1971年
創業～

1991年～ カラオケ事業

2003年～ 介護事業

1995年～ 飲食事業

長期ビジョン

を目指す

1,000億円連結
売上高

100億円連結
営業利益

代 表取 締役 社長

内山 文治

　当上期の連結業績は、売上高が前年同期比1.0％の増収とな
る一方で、営業利益については同89.8％の減益となりました。
　主な増収要因は、介護事業の順調な進捗によるものです。同
事業では、前期に開設した施設への入居が着実に進むとともに、
当上期において新たに5ヵ所8事業所の施設を開設しました。こ
の結果、当上期末の介護施設数は、66ヵ所131事業所となりまし
た。カラオケ事業と飲食事業については、当上期の新規出店を抑

制し、既存店のリニューアルに注力しました（カラオケ事業17店
舗、飲食事業3店舗）。
　一方、営業減益の主な要因は、介護事業において2015年4月
から実施された介護報酬のマイナス改定の影響に加え、積極的
な新規開設の中で人件費や施設維持費等の固定費が費用先行
となっていること、カラオケ事業・飲食事業において景気の先行
き不透明感等から集客力が低下していることなどによります。

当上期は、介護事業の積極的な新規開設により、増収減益となりました。

　高齢化がますます進展するなか、介護サービスの高度化が社
会的要請として高まっています。当社は、全国の地方自治体から
高い信頼をいただき、各地の公募案件の獲得率における圧倒的
な高さを誇っておりますが、そうした立場からも、業界に先駆け
て介護サービスの高度化に取り組んでいかねばならないと考え
ております。

　前期には、九州歯科大学・北九州産業学術推進機構との連携、
九州大学・北九州産業学術推進機構・生き方のデザイン研究所と
の連携など、産官学連携による新たな介護サービスの開発に着
手しました。
　そして、当期はさらに、介護事業で培ってきたノウハウを活か
し、より幅広く社会に貢献していくことを目指し、障がい者通所

介護事業におけるサービスの高度化に加え、新たに障がい者福祉サービスも開始しました。

支援事業を新たに開始しました。具体的には、2015年11月1日
に、北九州市小倉北区において、放課後等デイサービス「さわや
か愛の家」を開設しました。6〜18歳の障がいのある子どもたち
に対し、放課後や長期休暇中に療育の場を提供するとともに、ご
家族に代わり一時的にケアを代替することで日々の疲れ等をリ
フレッシュしていただく家族支援サービスとしての役割を担いま
す。障がい児童には、当社グループの高齢者施設において開催
される各種イベント等への参加などを通じて、楽しく社会と関わ

る機会も提供してまいります。また、インターンシップの受入れ
を積極的に行い、福祉分野における人材育成にも寄与していき
たいと考えております。
　優秀な人材の確保、従業員満足度の向上を目指し、現在の週
休2日制から、週休3日制も自由に選択できる制度内容への変更
を検討しております。一部施設で試験導入し、スタッフの反応を
見ながら段階的に導入する計画です。

　カラオケ事業では、2015年10月に100店舗体制となりました。
これを記念して全国100店舗の「コロッケ倶楽部」において“そ
の場で当たる豪華プレゼントキャンペーン”を展開しております

（2016年1月11日まで）。カラオケ事業がここまで成長してくる
ことができた感謝の気持ちを込めて展開しておりますので、株主
の皆様もぜひご利用ください。
　カラオケ事業と飲食事業では、景気動向や人口動態などの影響

により集客面で厳しい状況が続いておりますが、独自の販促施策
に加え、両事業の複合出店等によるシナジー効果の追求など、当
社ならではの施策を展開し、事業の活性化を図ってまいります。
　また、飲食事業については、前期にタイで立ち上げた2店舗に
おいて事業ノウハウの確立を図り、今後の海外展開の方向性と
スピードを見極めていきたいと考えております。

カラオケ事業と飲食事業のシナジーなど、当社独自の施策を展開し、事業の活性化を図ってまいります。
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　当上期（2016年3月期 第2四半期累計）は、主力の介護
事業が増収基調を維持したことにより、連結売上高は前年
同期比1.0％増の117億27百万円となりました。
　経費面においては、コスト削減を進めることで経営の効率
化を行い業績の安定化をはかったものの、販管費率が前年
同期比0.6ポイント上昇し6.8％となりました。この結果、営
業利益は、同89.8％減の76百万円となりました。
　通期の業績見通しは、売上高244億36百万円（前期比
3.4％増）、営業利益4億22百万円（同70.5％減）の増収減益
を予想しております。

介護事業を主軸に
増収基調を確保

■ 売上構成比 （2016年3月期第2四半期累計）

■ 2016年3月期第2四半期累計の連結業績

連結
売上高

（前年同期比1.0％増）
11,727百万円

（前年同期比89.8％減）
76百万円

連結
営業利益

53.0％36.0％
介護事業カラオケ事業

8.1％
飲食事業

2.9％
不動産・その他事業

九州・沖縄エリア
42
73
26

ヵ所
店舗
店舗

北海道・東北エリア

4ヵ所

関東エリア
9
9
1

ヵ所
店舗
店舗

関西エリア
6
4
ヵ所
店舗

中国・四国エリア

中部・北陸エリア

■ 主力3事業の施設・店舗の展開状況
 （2015年9月30日現在）

66ヵ所
介護事業

99店舗
カラオケ事業

29店舗
飲食事業

1
12
ヵ所
店舗

ヵ所
店舗
4
1

海外エリア（タイ）

2店舗

介 護 事 業
Nursing Care

　当上期は、介護付有料老人ホーム4カ所を開設したほか、グループホーム
1カ所、ショートステイ3事業所を新規開設し、2015年9月末時点の営業拠
点は66カ所131事業所となりました。また、既存施設では、空室を減らし、安
定した入居を維持するため、近隣の病院や居宅介護支援事業所への訪問に
よる連携の強化を推進しました。これらの結果、売上高は前年同期比10.1％
増の62億16百万円となりました。

営業拠点が順調に拡大し
着実な業容拡大が進んでおります。

6,216 百万円 
（前年同期比10.1％増）

■ 売上高 266 百万円 
（前年同期比43.2％減）

■ セグメント利益 

　北九州小倉北区に、障がい
者通所支援事業 放課後等デイ
サービス「さわやか愛の家」を
11月1日に開設しました。

当社グループ初
障がい児童支援を行う

事業所を開設

T o p i c s

Review of Operation Segment Information
営 業 概 況 セグメント情 報

UCHIYAMA HOLDINGS INC.03

6,216

2016/3
（2Q）

売上高の推移（百万円）

5,647

2015/3
（2Q）

■ 日常生活動作の指導、集団
生活への適応訓練等

 障がいのある子どもたち （6
〜18歳）に対し、放課後や長
期休暇中において療育の場
を提供

■ レスパイトケア
 ご家族に代わり一時的にケ

アを代替することで、日々の
疲れ等をリフレッシュしてい
ただく家族支援サービス

主なサービス

■ 福祉分野における人材育成
への寄与

■ 既存の介護事業との連携

今後の展望

さわやか愛の家
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Real Estate / Other
不動産事業・その他

Food Service
カ ラ オ ケ 事 業

Karaoke

　販売用不動産の売買及び賃貸不動産の仲
介業務等を中心に行う不動産事業では前年
同期比57.0％減となりました。また、その他
のホテル事業では宿泊客の増加、宴会の獲得、
日帰り入浴の促進等に取り組みました。これ
らの結果、「不動産事業・その他」の売上高は
前年同期比48.5％減の3億47百万円となり
ました。

不動産事業・ホテル事業ともに
減収となりました。

　当上期は、海外2店舗目となる「かん
てきやトンロー店」（タイバンコク）1店舗
を新規出店した一方、国内で1店舗の退
店を行い、2015年9月末時点の店舗数
は29店舗となりました。既存店舗では、
集客増に向け、各種施策の展開、3店舗
のリニューアルを行いました。これらの
結果、売上高は前年同期比2.4％減の9
億45百万円となりました。

海外2店舗目を新規出店しました。

46百万円 （前年同期はセグメント利益57百万円）■ セグメント損失 945 百万円 （前年同期比2.4％減）■ 売上高

61 百万円 （前年同期比75.0％増）■ セグメント利益 347 百万円 （前年同期比48.5％減）■ 売上高

　当上期は、長崎県に1店舗新規出店した一方で1店舗閉店したことより、
2015年9月末時点の店舗数は99店舗となりました。また、ウェブサイトを活用
した各種販促施策に加え、既存店のリニューアルを17店舗行うなど、集客の回
復に努めました。これらの結果、売上高は前年同期比2.4％減の42億16百万円
となりました。

既存店のリニューアルを
17店舗行うなど集客の回復に努めました。

Segment Information
セグメント情 報

968

2015/3
（2Q）

売上高の推移（百万円）

945

2016/3
（2Q）

674

2015/3
（2Q）

売上高の推移（百万円）

347

2016/3
（2Q）

4,319

2015/3
（2Q）

売上高の推移（百万円）

4,216

2016/3
（2Q）

　コロッケ倶楽部を愛するお客
様のおかげで、2015年10月に
100店舗体制となりました。
　この100店舗体制記念に皆様
への感謝を込めて、合計1,000
名様に豪華プレゼントがその場
で当たる「100店舗達成記念 プ
レミアムキャンペーン」を開催して
います。
　カラオケ事業がここまで成長
してくることができた感謝の気
持ちを込めて展開しておりますの
で、株主の皆様もぜひご利用く
ださい。

コロッケ倶楽部
100店舗体制へ！

T o p i c s

4,216百万円 
（前年同期比2.4％減）

■ 売上高 302百万円 
（前年同期比54.4％減）

■ セグメント利益 

QRコードよりキャンペーンの
特設サイトへアクセスできます

http://www.korokke.com/bts/

詳細はホームページを
ご覧ください。

2015.11.9〜
 2016.1.11

キャンペーン期間

飲 食 事 業
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　景気は緩やかな回復基調にある一方で、消費税増税による個人消費への
影響が長期化の傾向にあるなど、依然として先行きは不透明な状況です。こ
うした環境下、当社グループは各セグメントで事業戦略に基づく営業活動等
を積極的に推し進めました。また、経費面においても、コスト削減を進めること

で経営の効率化を行い、業績の安定化を図りました。この結果、当第2四半期
累計期間の連結業績は、売上高117億27百万円（前年同期比1.0％増）、営業
利益76百万円（同89.8％減）、経常利益1億60百万円（同80.7％減）、親会社
株主に帰属する四半期純利益4億45百万円（同7.0％減）となりました。

　総資産は、建物及び構築物、投資その他の資産が増加した一方で、現金及
び預金、流動資産が減少したことにより、前期末比1億60百万円減の325億
32百万円となりました。純資産は、親会社株主に帰属する四半期純利益の
計上による利益剰余金の増加により、同2億76百万円増の156億62百万円

となりました。これらの結果、自己資本比率は同1.1ポイント向上し48.1％と
なりました。なお、有利子負債残高は、長期借入金の返済等により同5億67
百万円減の133億84百万円、D/Eレシオは同0.01ポイント低下し0.12倍と
なりました。

　税金等調整前四半期純利益、減価償却費の計上などにより営業CFが6億
41百万円の収入、有形固定資産・投資有価証券の取得による支出があった
一方で有形固定資産の売却による収入があり投資CFが1億23百万円の支
出収入、長期借入による収入があった一方で長期借入金の返済や配当金の

支払いがあり財務CFが12億6百万円の支出となりました。この結果、当第2
四半期期末における現金及び現金同等物の残高は、前期末に比べ4億40百
万円減の105億66百万円となりました。

　当社では、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題の一つと位置づ
け、安定配当の継続に努めております。当第2四半期の配当金5円にて実施
させていただきました（前期第2四半期の配当金は、普通配当5円、東京証券
取引所市場第一部指定に伴う記念配当1円の計6円）。

　また、当期末の配当金は5円を計画、年間配当金は10円となる見込み
です。

財 務 状 態

キ ャッ シ ュ・フ ロ ー の 状 況

１株当たり指標と株主の皆様への利益還元方針

収 益 の 状 況

※フリーキャッシュ・フロー=営業CF+投資CF

１株当たり配当金・配当性向 （円/%）

0.0

12.5

7.5

10.0

5.0

2,5

0

1,200

900

600

300

通期 第2四半期

フリーキャッシュ・フロー※ （百万円）

現金及び現金同等物の期首残高

10,566

営業ＣＦ
641

投資ＣＦ
123

財務ＣＦ
△1,206

現金及び現金同等物の当四半期末残高

キャッシュ・フローの推移 （百万円）

0.00

750.00

500.00

250.00

１株当たり純資産 （円）

0.00

150.00

100.00

50.00

１株当たり当期純利益 （円）

通期 第2四半期 通期 第2四半期 通期 第2四半期

左の略称は次の通りです

営業ＣＦ： 営業活動による
キャッシュ・フロー

投資ＣＦ： 投資活動による
キャッシュ・フロー

財務ＣＦ： 財務活動による
キャッシュ・フロー

0

25,000

20,000

15,000

10,000

5,000

売上高 （百万円）

0

2,500

2,000

1,500

1,000

500

当期純利益 （百万円）

0

3,000

2,000

1,000

営業利益（左側）・経常利益（右側）（百万円）

通期 第2四半期 通期 第2四半期通期 第2四半期
通期 第2四半期

営業利益
経常利益

0.0

60.0

40.0

20.0
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24,436（予）

2,120

2014/3 2014/3

12,871

2014/3

2014/3

2014/3 2014/3

185

2016/3

661.89

2016/3

114.10
10.0

1,2331,233

2016/3

（予）540

（予）422

1,435

30,642

14,309

2016/3

32,532

15,662 5.05.0

1,435

2016/3

659（予）

2016/3

（予）30.51

46.7

2016/3

48.1

2016/3 2016/3

（予）10.0

（注）2014/3および2015/3第2四半期の1株当たり指標は、2014年1月1日付の株式分割（1：4）に伴う遡及修正値にて記載。

1,1221,122
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750750829829
478
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0.10 0.13
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76 160
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1,289

11,00723,628

11,727

13,384

0.12

724.25711.35

（予）（予）32.8
5.05.0

Consolidated Financial Highlights
2016 年 3月期 第 2 四 半 期 累 計  連 結 決 算 のご 報 告
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発行可能株式総数 58,400,000株
発行済株式総数 21,618,800株
株主数 4,983名

株 式 の 状 況

役 員

持株会社 株式会社ウチヤマホールディングス

連結子会社

株式会社さわやか倶楽部

株式会社ボナー

連結子会社 介護事業ほか

Bonheure (Thailand) Co., Ltd.海外合弁会社 レストラン事業ほか

カラオケ・飲食事業ほか

グ ル ー プ 経 営 体 制

商 号 株式会社ウチヤマホールディングス
設 立 2006(平成18)年10月2日
代 表 者 代表取締役社長    内山 文治
資 本 金 22億2,293万円
従 業 員 数 連結 4,233名（パート・アルバイトも含む）
事 業 内 容 持株会社としてグループ会社の経営管理

グループ全体の経営戦略の立案
連 結 子 会 社 ● 株式会社さわやか倶楽部

● 株式会社ボナー
上 場 取 引 所 東京証券取引所市場第1部

（ 証 券 コ ード ） (6059)

会 社 概 要

株主数別

株式数別

合計
4,983名

合計
21,618,800株

自己名義株式
1名／0.02％

金融機関
21名／0.42％

個人・その他
4,846名／97.25％

その他の法人
37名／0.74％

金融商品取引業者
27名／0.54％

外国法人等
51名／1.02％

個人・その他
7,539,730株／34.88％

自己名義株式
376株／0.00％

その他の法人
7,444,200株／34.43％

外国法人等
2,305,072株／10.66％

金融商品取引業者
499,722株／2.31％

金融機関
3,829,700株／17.71％

株 式 分 布 状 況

Shareholder's Information
株 主 様 向け 情 報（ 2015 年 9 月3 0 日現 在 ）

株主名 持株数（株） 持株比率（％）
株式会社ウチヤマフューチャー 6,400,000 29.60 
内山 文治 2,211,420 10.23 
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,952,700 9.03 
内山 孝子 867,420 4.01 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 779,300 3.60 
BBH FOR FIDELITY PURITAN TR : 
FIDELITY SR INTRINSIC OPPORTUNITIES FUND 770,500 3.56 

THE BANK OF NEW YORK MELLON SA/NV 10 501,200 2.32 
ウチヤマホールディングス従業員持株会 499,000 2.31 
株式会社エクシング 304,800 1.41 
株式会社第一興商 280,000 1.30 

大 株 主

（注）持株比率は、自己株式（376株）を控除して計算しております。

トップページ
http://www.uchiyama-gr.jp/index.html

IR情報
http://www.uchiyama-gr.jp/ir/index.html

ホームページのご 紹 介
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　当社は株主の皆様の日頃からの
ご支援に感謝するとともに、当社
株式への投資魅力を高め、長期的
に当社株式を保有していただくこ
と、さらには当社グループへのご
理解をより深めていただくべく、株
主優待制度を導入しております。よ
り全国の株主の皆様に広くご活用

いただくべく、お米券をご進呈させていただきます。
　詳細につきましては、弊社ホームページをご覧下さい。

株主優待制度
のご案内

『 お 米 券 』を ご 進 呈

ご優待内容 ■ 対象となる株主
毎年3月31日現在の当社
株主名簿に記載または記録
された4単元（400株）以上
を保有されている株主様を
対象としています。

■ 優待の内容
お米券5㎏分（1㎏券×5枚）

■ 贈呈期間
毎年6月の当社定時株主総
会終了後、送付する決議ご
通知に同封いたします。

社 外 取 締 役 矢田　逸夫
社 外 取 締 役 神尾　榮一
監 査 役 嶋井　太郎
社 外 監 査 役 住川　守
社 外 監 査 役 岸本　進一郎

代表取締役社長 内山　文治
専 務 取 締 役 生嶋　伸一
専 務 取 締 役 竹村　義明
専 務 取 締 役 歌野　繁美
専 務 取 締 役 山本　武博
取 締 役 吉岡　信之
取 締 役 川村　謙二
取 締 役 二村　浩司


